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平成２９年１２月２１日判決言渡  

平成２９年（行ケ）第１００２４号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２９年９月２６日 

判 決 

    

        原  告    株式会社外為オンライン 

         

        同訴訟代理人弁護士    鮫 島 正 洋 

伊 藤 雅 浩 

和 田 祐 造 

溝 田 宗 司 

関    裕 治 朗 

    

        被告 株式会社マネースクウェアＨＤ訴訟承継人 

  株式会社マネースクウェアＨＤ 

         

       同訴訟代理人弁護士    伊 藤  真 

平 井 佑 希 

丸 田 憲 和 

牧 野 知 彦 

同訴訟代理人弁理士    佐 野  弘 

石 井 明 夫 

主 文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 
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第１ 請求の趣旨 

 特許庁が無効２０１６－８０００１５号事件について平成２８年１２月１２日に

した審決を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は，特許無効審判請求を不成立とした審決の取消訴訟である。争点は，進歩

性の有無（引用発明の認定の当否）である。  

 １ 特許庁における手続の経緯等 

被告の旧商号は株式会社インフィニティであったが，平成２９年４月１日，株式

会社マネースクウェアＨＤ（以下，「旧マネースクウェアＨＤ」という。を吸収合併

し，商号を株式会社マネースクウェアＨＤに変更した。 

旧マネースクウェアＨＤは，名称を「金融商品取引管理システムにおける金融商

品取引管理方法，プログラム」とする発明についての特許（特許第５５２５０８２

号。以下，「本件特許」という。）の特許権者であったところ（甲２），被告は，上記

吸収合併に伴い，本件特許の特許権者となった。 

本件特許は，平成１９年１２月１９日に出願した特許出願をその後分割出願した

特願２０１０－５１５１号を，平成２５年４月４日に分割出願した特願２０１３－

７８８０６号に係るものであり，平成２６年４月１８日に設定登録された（甲２）。 

原告は，平成２８年２月４日付で本件特許の請求項１～３，５，７～１０に係る

発明（本件特許の発明を，請求項に対応して，それぞれ，「本件発明１」，「本件発明

２」などといい，これらの発明をまとめて「本件発明」という。）について無効審判

請求をし（無効２０１６－８０００１５号。甲３），特許庁は，平成２８年１２月１

２日，「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決をし，その謄本は，同月２２

日，原告に送達された。 

 ２ 本件発明の要旨 

  (1) 本件発明の要旨は，以下のとおりである。 

（本件発明１）  
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 相場価格が変動する金融商品の売買取引を管理する金融商品取引管理システムに

おける金融商品取引管理方法であって，  

 売買を希望する前記金融商品の種類を選択するための情報と，前記金融商品の売

買注文における，注文価格ごとの注文金額を示す情報と，前記金融商品の販売注文

価格又は購入注文価格としての一の注文価格を示す情報と，一の前記注文価格の前

記金融商品を前記一の注文価格で販売した後に他の価格で購入した場合の利幅又は

一の前記注文価格の前記金融商品を前記一の注文価格で購入した後に他の注文価格

で販売した場合の利幅を示す情報と，前記注文が複数存在する場合における該注文

同士の値幅を示す情報と，のそれぞれを，前記金融商品の売買注文を行うための売

買注文申込情報として受信して受け付ける注文入力受付手順と，  

 該注文入力受付手順によって受け付けられた前記売買注文申込情報に基づいて，

選択された前記種類の前記金融商品の注文情報を生成する注文情報生成手順と，  

 前記金融商品の前記相場価格の情報を取得する価格情報受信手順と，  

 前記売買注文申込情報における前記注文価格と前記利幅とに基づいて，前記他の

注文価格を算出するための第二注文価格算出手順とを有し，  

 前記注文情報生成手順においては，前記売買注文申込情報に基づいて，前記注文

情報として，同一種類の前記金融商品について，前記一の注文価格を一の最高価格

として設定し，該一の最高価格より安値側に，それぞれの値幅が前記売買注文申込

情報に含まれる前記値幅となるようにそれぞれの前記注文価格を設定し，設定され

たそれぞれの前記注文価格としての第一注文価格について買いもしくは売りの指値

注文を行う第一注文情報，前記第二注文価格算出手順において算出された前記他の

価格を他の最高価格として設定し，該他の最高価格より安値側に，それぞれの前記

第一注文に対し，購入又は販売が行われた前記第一注文に基づいて販売又は購入が

行われたときの前記利幅が前記売買注文申込情報における前記利幅となるようにそ

れぞれの前記注文価格を設定し，該設定されたそれぞれの前記注文価格としての第

二注文価格について前記買いの第一注文に対しては売りの，前記売りの第一注文に
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対しては買いの指値注文を行う第二注文情報からなる注文情報群を複数生成し，  

 生成された前記注文情報群を注文情報記録手段に記録し，  

 一の前記売買注文申込情報に基づいて生成されたそれぞれの前記注文情報群につ

いて，有効な注文である前記第一注文の前記第一注文価格と前記金融商品の相場価

格とが一致し，次いで有効な注文である前記第二注文の前記第二注文価格と前記相

場価格とが一致することで前記第一注文と前記第二注文とが約定した場合，次の前

記注文情報群の前記第一注文情報を有効とし，約定した前記第一注文と同じ前記第

一注文価格における前記第一注文の約定と，約定した前記第二注文と同じ前記第二

注文価格における前記第二注文の約定とを繰り返し行わせるように設定することを

特徴とする，金融商品取引管理システムにおける金融商品取引管理方法。  

（本件発明２）  

 相場価格が変動する金融商品の売買取引を管理する金融商品取引管理システムに

おける金融商品取引管理方法であって，  

 売買を希望する前記金融商品の種類を選択するための情報と，前記金融商品の売

買注文における，注文価格ごとの注文金額を示す情報と，前記金融商品の購入注文

価格又は販売注文価格としての一の注文価格を示す情報と，一の前記注文価格の前

記金融商品を前記一の注文価格で購入した後に他の注文価格で販売した場合の利幅

又は一の前記注文価格の前記金融商品を前記一の注文価格で販売した後に他の注文

価格で購入した場合の利幅を示す情報と，前記注文が複数存在する場合における該

注文同士の値幅を示す情報と，のそれぞれを，前記金融商品の売買注文を行うため

の売買注文申込情報として受信して受け付ける注文入力受付手順と，  

 該注文入力受付手順によって受け付けられた前記売買注文申込情報に基づいて，

選択された前記種類の前記金融商品の注文情報を生成する注文情報生成手順と，  

 前記金融商品の前記相場価格の情報を取得する価格情報受信手順と，  

 前記売買注文申込情報における前記注文価格と前記利幅とに基づいて，前記他の

注文価格を算出するための第二注文価格算出手順とを有し，  
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 前記注文情報生成手順においては，前記売買注文申込情報に基づいて，前記注文

情報として，同一種類の前記金融商品について，一の注文価格を一の最低価格とし

て設定し，該一の最低価格より高値側に，それぞれの値幅が前記売買注文申込情報

に含まれる前記値幅となるようにそれぞれの前記注文価格を設定し，設定されたそ

れぞれの前記注文価格としての第一注文価格について売りもしくは買いの指値注文

を行う第一注文情報，前記第二注文価格算出手順において算出された前記他の価格

を他の最低価格として設定し，該他の最低価格より高値側に，それぞれの前記第一

注文に対し，販売又は購入が行われた前記第一注文に基づいて購入又は販売が行わ

れたときの前記利幅が前記売買注文申込情報における前記利幅となるようにそれぞ

れの前記注文価格を設定し，該設定されたそれぞれの前記注文価格としての第二注

文価格について前記売りの第一注文に対しては買いの，前記売りの第一注文に対し

ては売りの指値注文としての第二注文を行う第二注文情報からなる注文情報群を複

数生成し，  

 生成された前記注文情報群を注文情報記録手段に記録し，  

 一の前記売買注文申込情報に基づいて生成されたそれぞれの前記注文情報群につ

いて，有効な注文である前記第一注文の前記第一注文価格と前記金融商品の相場価

格とが一致し，次いで有効な注文である前記第二注文の前記第二注文価格と前記相

場価格とが一致することで前記第一注文と前記第二注文とが約定した場合，次の前

記注文情報群の前記第一注文情報を有効とし，約定した前記第一注文と同じ前記第

一注文価格における前記第一注文の約定と，約定した前記第二注文と同じ前記第二

注文価格における前記第二注文の約定とを繰り返し行わせるように設定することを

特徴とする，金融商品取引管理システムにおける金融商品取引管理方法。  

（本件発明３）  

 前記利幅は一の前記注文情報群を構成する前記第一注文と前記第二注文とがそれ

ぞれ約定されることで得られる利益金額であり，前記売買注文申込情報における利

幅として前記利益金額を設定することを特徴とする，請求項１又は２に記載の金融
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商品取引管理システムにおける金融商品取引管理方法。  

（本件発明４）  

 前記金融商品の種類毎に定められた，複数の前記注文情報群を形成する個々の前

記第一注文同士及び個々の前記第二注文同士の最低値幅を最低値幅情報として記録

する最低値幅情報記録手段による最低値幅情報記録手順が設けられ，  

 前記注文情報生成手順においては，前記売買注文申込情報を受けた場合は前記最

低値幅情報記録手順において前記最低値幅情報記録手段に記録された前記最低値幅

情報を確認し，前記売買注文申込情報における個々の前記第一注文同士の値幅又は

個々の前記第二注文同士の値幅が前記最低値幅よりも狭い場合は前記売買注文申込

情報を拒絶することを特徴とする，請求項１乃至３の何れか一つに記載の金融商品

取引管理システムにおける金融商品取引管理方法。  

（本件発明５）  

 前記注文情報生成手順において生成された前記注文情報を前記注文情報記録手段

に記録する注文情報記録手順と，  

 前記注文情報に基づいて前記金融商品の約定を行う約定情報生成手順とを有し，  

 前記注文情報記録手順においては前記注文情報記録手段に前記注文情報群が記録

され，  

 前記約定情報生成手順においては，  

 前記第一注文情報が買いの指値注文である場合であって，前記価格情報受信手順

において取得された前記金融商品の前記相場価格が変動して前記第一注文価格と等

しくなった場合，前記注文情報記録手順に記録された前記注文情報群を形成する

個々の前記注文情報のうち前記第一注文情報に基づいて前記約定を行うと共に，前

記価格情報受信手順において取得された前記金融商品の前記相場価格が更に変動し

て前記第二注文価格と等しくなった場合，前記第二注文情報に基づいて前記金融商

品の前記約定を行うことで，前記第一注文情報に基づく前記金融商品の約定と前記

第二注文情報に基づく前記金融商品の約定とを繰り返し，  
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 前記第一注文情報が売りの指値注文である場合であって，前記価格情報受信手順

において取得された前記金融商品の前記相場価格が変動して前記第一注文価格と等

しくなった場合，前記注文情報記録手順において記録された前記注文情報群を形成

する個々の前記注文情報のうち前記第一注文情報に基づいて前記約定を行うと共に，

前記価格情報受信手順において取得された前記金融商品の前記相場価格が更に変動

して前記第二注文価格と等しくなった場合，前記第二注文情報に基づいて前記金融

商品の前記約定を行うことで，前記第一注文情報に基づく前記金融商品の約定と前

記第二注文情報に基づく前記金融商品の約定とを繰り返すことを特徴とする，請求

項１乃至４の何れか一つに記載の金融商品取引管理システムにおける金融商品取引

管理方法。  

（本件発明６）  

 前記金融商品の種類毎に定められた，前記相場価格と前記注文情報の前記注文価

格との差額に関する情報としての差額情報が記録された差額情報記録手段による差

額情報記録手順が設けられ，  

 前記約定情報生成手順においては，一旦発注した前記金融商品の注文に対するキ

ャンセル要求があった場合，前記差額情報記録手順において前記差額情報記録手段

に記録された前記差額情報を確認し，前記金融商品の前記キャンセル要求があった

時点の相場価格と前記注文情報記録手順において記録された前記注文情報の前記注

文価格との差が前記差額情報よりも小さい場合には前記キャンセル要求を拒絶する

ことを特徴とする，請求項５に記載の金融商品取引管理システムにおける金融商品

取引管理方法。  

（本件発明７）  

前記約定情報生成手順においては，一旦発注した前記金融商品の注文に対するキ

ャンセル要求があった場合，該キャンセル要求のあった注文に関する前記注文情報

が含まれる前記注文情報群を抽出し，該注文情報群に含まれる約定前の前記注文情

報を全てキャンセル処理することを特徴とする，請求項５又は６に記載の金融商品
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取引管理システムにおける金融商品取引管理方法。  

（本件発明８）  

特定顧客の預金残高情報を記録する顧客口座情報記録手段による顧客口座情報記

録手順が設けられ，  

前記注文情報生成手順においては，前記預金残高情報と前記注文情報の属性情報

としての注文価格情報とを比較し，前記預金残高情報の値が前記注文価格情報の値

以上である場合，前記注文情報群を生成することを特徴とする，請求項１乃至７の

何れか一つに記載の金融商品取引管理システムにおける金融商品取引管理方法。  

（本件発明９）  

前記金融商品は外国為替であることを特徴とする，請求項１乃至８の何れか一つ

に記載の金融商品取引管理システムにおける金融商品取引管理方法。  

（本件発明１０）  

コンピュータに請求項１乃至９の何れか一つに記載の金融商品取引管理システム

における金融商品取引管理方法を行わせることを特徴とするプログラム。  

 (2) 本件発明１の構成は，以下のとおり分説される。 

１Ａ 相場価格が変動する金融商品の売買取引を管理する金融商品取引管理システ

ムにおける金融商品取引管理方法であって， 

１Ｂ 売買を希望する前記金融商品の種類を選択するための情報と，前記金融商品

の売買注文における，注文価格ごとの注文金額を示す情報と，前記金融商品の

販売注文価格又は購入注文価格としての一の注文価格を示す情報と，一の前記

注文価格の前記金融商品を前記一の注文価格で販売した後に他の価格で購入し

た場合の利幅又は一の前記注文価格の前記金融商品を前記一の注文価格で購入

した後に他の注文価格で販売した場合の利幅を示す情報と，前記注文が複数存

在する場合における該注文同士の値幅を示す情報と，のそれぞれを，前記金融

商品の売買注文を行うための売買注文申込情報として受信して受け付ける注文

入力受付手順と， 
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１Ｃ 該注文入力受付手順によって受け付けられた前記売買注文申込情報に基づい

て，選択された前記種類の前記金融商品の注文情報を生成する注文情報生成手

順と， 

１Ｄ 前記金融商品の前記相場価格の情報を取得する価格情報受信手順と， 

１Ｅ 前記売買注文申込情報における前記注文価格と前記利幅とに基づいて，前記

他の注文価格を算出するための第二注文価格算出手順とを有し， 

１Ｆ 前記注文情報生成手順においては，前記売買注文申込情報に基づいて，前記

注文情報として，同一種類の前記金融商品について，前記一の注文価格を一の

最高価格として設定し，該一の最高価格より安値側に，それぞれの値幅が前記

売買注文申込情報に含まれる前記値幅となるようにそれぞれの前記注文価格を

設定し，設定されたそれぞれの前記注文価格としての第一注文価格について買

いもしくは売りの指値注文を行う第一注文情報，前記第二注文価格算出手順に

おいて算出された前記他の価格を他の最高価格として設定し，該他の最高価格

より安値側に，それぞれの前記第一注文に対し，購入又は販売が行われた前記

第一注文に基づいて販売又は購入が行われたときの前記利幅が前記売買注文申

込情報における前記利幅となるようにそれぞれの前記注文価格を設定し，該設

定されたそれぞれの前記注文価格としての第二注文価格について前記買いの第

一注文に対しては売りの，前記売りの第一注文に対しては買いの指値注文を行

う第二注文情報からなる注文情報群を複数生成し， 

１Ｇ 生成された前記注文情報群を注文情報記録手段に記録し， 

１Ｈ 一の前記売買注文申込情報に基づいて生成されたそれぞれの前記注文情報群

について，有効な注文である前記第一注文の前記第一注文価格と前記金融商品

の相場価格とが一致し，次いで有効な注文である前記第二注文の前記第二注文

価格と前記相場価格とが一致することで前記第一注文と前記第二注文とが約定

した場合，次の前記注文情報群の前記第一注文情報を有効とし，約定した前記

第一注文と同じ前記第一注文価格における前記第一注文の約定と，約定した前
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記第二注文と同じ前記第二注文価格における前記第二注文の約定とを繰り返し

行わせるように設定することを特徴とする， 

１Ｉ 金融商品取引管理システムにおける金融商品取引管理方法。 

 ３ 審決の理由の要旨 

 (1) 原告の主張した無効理由の要旨 

本件発明１～本件発明３，本件発明５及び本件発明７～本件発明１０は，平成１

４年１２月１７日に公表された特表２００２－５４３４８１号公報（甲１。以下，

「引用文献」という。）に記載された発明（以下，「引用発明」という。）に基づ

いて，当業者が容易に発明をすることができたものであるから，特許法２９条２項

の規定により特許を受けることができないものであり，その特許は同法１２３条１

項２号に該当し，無効とすべきである。 

(2) 引用発明の認定 

「データ通信ネットワークを通じて株，債券，物件，先物，オプション，指数，

外国為替などを自動売買する方法であって，投資家のあらかじめの特定条件に応じ

てコンピュータが自動で売買を発注する方法に関するものであり，  

 証券会社のコンピュータシステム（２０）は，前記ネットワーク（４０）を通じ

てユーザーのコンピュータ（１０）とデータ通信をやりとりできるように接続され，

該ユーザーのコンピュータ（１０）から依頼された売買発注を受信して，これを証

券取引所のコンピュータシステム（３０）へ伝送して株取引を約定するようにする

ための売買遂行モジュール（２４），及び特定の株持ち主の証券口座の可用残高及

び株の残量を記憶させて約定された売買に応じてこれらを更新するための口座制御

モジュール（２６）を含み，  

 システムが開始され段階（５００），段階（５０２）で自動売買条件を設定する

ものであり，自動売買条件の設定は，インターフェースをユーザーに提供すること

によって行われることができ，該インターフェースは現在の株の価格の照会ボタン

を備えており，最初の売買条件を設定し（例えば，ＤＥＦ株式会社の１００株を株
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あて１０，０００ウォンで売込む），自動売買条件は，最初の売買が成立されたこ

とを前提とするものであり，  

 自動売買条件で基準量（６０２）は，毎度の自動売買時に売込み及び買取りの基

準量を株数で設定し，自動売買で買取り値及び売込み量の欄（６０６，６０８，６

１０，６１２）に設定し，買取り値は毎度の売込み値より所定額の低値で設定する

ことができ（例えば，売込み値より毎度５００ウォンと安値を自動買取り値として

設定），  

 自動売込み条件もまた同一の方式によって欄（６１４，６１６，６１８，６２０）

で設定することができ（例えば，最初の売込み値より毎度１，０００ウォンずつ値

上がりあるいは値下がりした値段で１００株を自動売込むものと設定），  

 ユーザーは売買テーブル申込みボタン（６２８）を使用して自動売買テーブルを

作ることができ，  

 自動売買テーブル（７００）は，自動売買の設定条件によって作られることがで

き，自動売買テーブル（７００）売込み値の縦列（７１４）でそれぞれの横列の売

込み値が設定され（上記例では１，０００ウォンずつの隔りをもつように作られ），

買取り値の縦列（７１２）のそれぞれの買取り値は同じ横列の売込み値より（上記

例では，５００ウォンずつ）安値で作られ，自動売買テーブル（７００）において，

（７０２）～（７１０）のごとき横列は最初の売買価を基準に上下にわたって適切

な数だけ作られ，  

 売買テーブル（７００）はユーザーが売買テーブル確定ボタン（７１６）を押す

ことによって確定され，  

 最初の売込みが成功すると，早急にあらかじめ設定された自動売買条件による自

動売買テーブルに応じて第１回目の自動買取りと自動売込みが発注され（段階５１

２），  

 “同一の株を安値で買取って高値で売り込むよう”に設計されており，最初の売

込み発注が約定されると，自動売買テーブル（７００）において，約定された最初
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の売込み値（上記例では，１０，０００ウォン）より真下の安値の買取り（上記例

では，９，５００ウォンの買取り値で１００株の買取り）を発注し，約定された売

込み値より真上の高値の売込み（上記例では，１１，０００ウォンの売込み値で１

００株の売込み）を発注するものであり，  

 第１回目の自動売買発注中に買取り発注が発注とおりに約定された場合には，自

動売買テーブル（７００）で約定された発注価に隣合う買取り及び売込みが発注さ

れ，  

 寸前の約定価より“安値”で買取り，“高値で売り込む”ように設計されたもの

であることから，第２回目の自動売買は，買取り（上記例では，８，５００ウォン

で１００株の買取り）及び売込み（上記例では，１０，０００ウォンで１００株の

売込み）が発注される，第２回目の自動売買で売込み発注が約定された場合，第３

回目の自動発注は約定された発注価（上記例では，第２回目の１０，０００ウォン）

に隣り合う買取り（上記例では，９，５００ウォンで１００株の買取り）及び売込

み（上記例では，１１，０００ウォンで１００株の売込み）が自動的に発注される

ものであり，つまり，毎度の自動売買では自動売買テーブル（７００）での約定価

より真下の安値の買取り及び約定価より真上の高値の売込みが発注される，方法。」  

  (3) 本件発明１について 

ア 本件発明１と引用発明との対比 

（一致点）  

「相場価格が変動する金融商品の売買取引を管理する金融商品取引管理システム

における金融商品取引管理方法であって，  

 売買を希望する前記金融商品の種類を選択するための情報と，前記金融商品の販

売注文価格又は購入注文価格としての一の注文価格を示す情報と，一の前記注文価

格の前記金融商品を前記一の注文価格で販売した後に他の価格で購入した場合の利

幅又は一の前記注文価格の前記金融商品を前記一の注文価格で購入した後に他の注

文価格で販売した場合の利幅を示す情報と，前記注文が複数存在する場合における
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該注文同士の値幅を示す情報と，のそれぞれを，前記金融商品の売買注文を行うた

めの売買注文申込情報として受信して受け付ける注文入力受付手順と，  

 該注文入力受付手順によって受け付けられた前記売買注文申込情報に基づいて，

選択された前記種類の前記金融商品の注文情報を生成する注文情報生成手順と，  

 前記金融商品の前記相場価格の情報を取得する価格情報受信手順と，  

 前記売買注文申込情報における前記注文価格と前記利幅とに基づいて，前記他の

注文価格を算出するための第二注文価格算出手順とを有する，  

 金融商品取引管理システムにおける金融商品取引管理方法。」  

（相違点１）  

 本件発明１では「前記金融商品の売買注文における，注文価格ごとの注文金額を

示す情報」が受け付けられるのに対し，引用発明では毎度の自動売買時に売込み及

び買取りの基準量を株数で設定するものである点。  

（相違点２）  

 本件発明１が「前記注文情報生成手順においては，前記売買注文申込情報に基づ

いて，前記注文情報として，同一種類の前記金融商品について，前記一の注文価格

を一の最高価格として設定し，該一の最高価格より安値側に，それぞれの値幅が前

記売買注文申込情報に含まれる前記値幅となるようにそれぞれの前記注文価格を設

定し，設定されたそれぞれの前記注文価格としての第一注文価格について買いもし

くは売りの指値注文を行う第一注文情報，前記第二注文価格算出手順において算出

された前記他の価格を他の最高価格として設定し，該他の最高価格より安値側に，

それぞれの前記第一注文に対し，購入又は販売が行われた前記第一注文に基づいて

販売又は購入が行われたときの前記利幅が前記売買注文申込情報における前記利幅

となるようにそれぞれの前記注文価格を設定し，該設定されたそれぞれの前記注文

価格としての第二注文価格について前記買いの第一注文に対しては売りの，前記売

りの第一注文に対しては買いの指値注文を行う第二注文情報からなる注文情報群を

複数生成し（構成１Ｆ），生成された前記注文情報群を注文情報記録手段に記録し
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（構成１Ｇ），一の前記売買注文申込情報に基づいて生成されたそれぞれの前記注

文情報群について，有効な注文である前記第一注文の前記第一注文価格と前記金融

商品の相場価格とが一致し，次いで有効な注文である前記第二注文の前記第二注文

価格と前記相場価格とが一致することで前記第一注文と前記第二注文とが約定した

場合，次の前記注文情報群の前記第一注文情報を有効とし，約定した前記第一注文

と同じ前記第一注文価格における前記第一注文の約定と，約定した前記第二注文と

同じ前記第二注文価格における前記第二注文の約定とを繰り返し行わせるように設

定する（構成１Ｈ）」ものであるのに対し，  

 引用発明が「毎度の自動売買では自動売買テーブル（７００）での約定価より真

下の安値の買取り及び約定価より真上の高値の売込みが発注される」ものである点。 

  イ 相違点についての判断 

(ｱ) 相違点１について 

本件発明１の「注文価格ごとの注文金額を示す情報」について，本件特許の明細

書（以下，図面と併せて「本件明細書」という。）の【００６１】の例では，１ド

ル１０９．９０円（注文価格）で１万通貨（注文金額）の買い注文として入力され

ている。つまり，本件発明１の「注文価格ごとの注文金額を示す情報」とは，注文

ごとの売買対象とする金融商品である通貨の注文単位数を意味するものである。そ

して，引用発明の毎度の自動売買時に売込み及び買取りの基準量として設定される

株数も，株を対象としたそれぞれの注文における注文単位数であり，また，引用発

明では，株以外に外国為替も自動売買の対象としている。  

 したがって，引用発明における自動売買の対象を外国為替とし，毎度の自動売買

時に売込み及び買取りの基準量として設定される注文単位数を，売買対象とする金

融商品に応じた注文単位，すなわち通貨の注文単位数として，上記相違点１に係る

構成とすることは，当業者であれば容易に想到し得たことである。 

(ｲ) 相違点２について 

本件発明１の「注文情報群」を生成すること，及び，それぞれの「注文情報群」
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における第一注文と第二注文の約定を繰り返し行わせるための相違点２に係る構成

は，引用発明には存在しない。  

 また，引用発明は，従来の株投資方法とは相違して，注文の約定により買取りと

売込みがともに発注されることが発明の特徴である。このことに照らすと，仮に引

用発明の自動売買テーブルの同一行中に係る買取り注文と売込み注文とを本件発明

の第一注文と第二注文からなる，「注文情報群」とすることができても，第二注文

の約定によって第一注文と第二注文を繰り返し行わせるためには，上記第二注文と

同じ列の買取り又は売り込み注文を行わないよう引用発明を変更する必要があり，

この変更は，上記した引用発明の特徴を失わせることとなる。  

 そうすると，引用発明を第一注文と第二注文の約定を繰り返し行わせるものとす

る動機付けはなく，むしろ，そのように変更することは，阻害されるものである。  

 したがって，本件発明１の「注文情報群」を生成すること，及び，それぞれの「注

文情報群」における第一注文と第二注文の約定を繰り返し行わせるための相違点２

に係る構成は，引用発明及び当該技術分野における周知技術等を考慮しても，当業

者が容易に想到し得たとはいえない。  

 (4) 本件発明２について 

本件発明２と引用発明とを対比すると，本件発明１と引用発明との対比における

相違点１及び２と同じ点で相違する。したがって，本件発明１と同様に，相違点２

に係る構成は引用発明及び当該技術分野における周知技術等を考慮しても当業者が

容易に想到し得たとはいえない。  

 (5) 本件発明３，５及び７～９について 

本件発明３，５及び７～９は，本件発明１又は本件発明２をさらに限定したもの

であるので，本件発明１及び本件発明２と同様に，引用発明に基づいて，当業者が

容易に発明をすることができたものであるということはできない。 

  (6) 本件発明１０について 

本件発明１０は「コンピュータに請求項１乃至９の何れか一つに記載の金融商品
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取引管理システムにおける金融商品取引管理方法を行わせることを特徴とするプロ

グラム。」であって，本件発明１～９の「金融商品取引管理システムにおける金融商

品取引管理方法」により特定される情報処理を「プログラム」の発明として請求す

るものであるから，本件発明１及び本件発明２と同様に，引用発明に基づいて，当

業者が容易に発明をすることができたものであるということはできない。 

第３ 原告主張の審決取消事由 

 １ 取消事由１（相違点の認定の誤り－構成１Ｆについて） 

(1) 構成１Ｆは，「第一注文価格について買いもしくは売りの指値注文を行う

第一注文情報」及び「前記第一注文に対し，購入又は販売が行われた前記第一注文

に基づいて販売又は購入が行われたときの前記利幅が前記売買注文申込情報におけ

る前記利幅となるようにそれぞれの前記注文価格を設定し，該設定されたそれぞれ

の前記注文価格としての第二注文価格について前記買いの第一注文に対しては売り

の，前記売りの第一注文に対しては買いの指値注文を行う第二注文情報」からなる

「注文情報群」を複数生成するものである。 

一方，引用発明においては，１０，０００ウォンの売込みが約定し，９，５００

ウォンの買取りと１１，０００ウォンの売込みが発注され，次に，９，５００ウォ

ンの買取りが約定し，１０，０００ウォンの売込みと８，５００ウォンの買取りが

発注され，さらに１０，０００ウォンの売込みが約定し，９，５００ウォンの買取

りと１１，０００ウォンの売込みが発注される場合もあり，この場合には１０，０

００ウォンの売込みと９，５００ウォンの買取りが交互に繰り返されることになる。 

本件発明１の構成１Ｆと引用発明の上記構成とを対比すると，１０，０００ウォ

ンの売込みに係る注文情報が「第一注文情報」に相当し，９，５００ウォンの買取

りに係る注文情報が「第二注文情報」に相当するので，１０，０００ウォンの売込

みに係る注文情報及び９，５００ウォンの買取りに係る注文情報が「注文情報群」

に相当する。同様に，８，５００ウォンの買取りに係る注文情報及び９，０００ウ

ォンの売込みに係る注文情報が「注文情報群」に相当するので，引用発明では，「注
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文情報群」が複数生成されている。 

したがって，引用発明は，構成１Ｆを備える。 

(2) 審決は，この売込み値と買取り値は，上下する約定価により「自動売買テ

ーブル」に基づき決定された偶然の結果であり，この１０，０００ウォンの売込み

と９，５００ウォンの買取りがこの順序で繰り返されるように「自動売買テーブル」

に設定されたものではない，として，１０，０００ウォンの売込みに係る注文情報

及び９，５００ウォンの買取りに係る注文情報が「注文情報群」に相当しないと認

定している。審決は，構成１Ｆの要旨認定に当たり，構成１Ｈを参酌しているよう

であるが，構成１Ｆより後に位置する構成１Ｈを参酌している時点で要旨認定とし

て誤っている。 

(3) 被告は，本件発明においては，買い注文情報又は売り注文情報の一方だけ

が単独で生成・記録されてしまうことはない，と主張するが，構成１Ｆ～１Ｈのク

レームの記載を一切参酌することなく主張しており，誤っている。 

(4) 被告は，構成１Ｆについて，指値注文が行われかつ約定した場合を取り上

げて主張する。しかし，構成１Ｆでは，指値注文が実際に行われかつ約定すること

が規定されているのではなく，実際に注文を行う前の段階の処理を規定しているの

である。 

 ２ 取消事由２（相違点の認定の誤り－構成１Ｇについて） 

引用発明は，構成１Ｆを備えるので，引用発明が構成１Ｇを備えることは，明ら

かである。引用文献の【００４８】には，「図７のごとき自動売買テーブル」が記憶

されることが記載されている。 

３ 取消事由３（相違点の認定の誤り－構成１Ｈについて） 

 (1) 構成１Ｈの要旨認定が誤っていること 

本件発明１の構成１Ｈの，「有効な注文である前記第一注文の前記第一注文価格と

前記金融商品の相場価格とが一致し，次いで有効な注文である前記第二注文の前記

第二注文価格と前記相場価格とが一致することで前記第一注文と前記第二注文とが
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約定した場合」とは，「第一注文」が約定し，その次に，「第二注文」が約定したと

いう特定の条件をいうものである。それ以外に「第一注文」及び「第二注文」の関

係について，それらの約定の順番が常に「第一注文」及び「第二注文」という順番

の繰り返しでなければならないと規定しているのではないから，例えば，「第一注文」

と「第二注文」との間に他の注文が介在してもよい。 

また，構成１Ｈの「次の前記注文情報群の前記第一注文情報を有効とし，約定し

た前記第一注文と同じ前記第一注文価格における前記第一注文の約定と，約定した

前記第二注文と同じ前記第二注文価格における前記第二注文の約定とを繰り返し行

わせるように設定すること」は，「次の前記注文情報群の前記第一注文情報を有効と

し，」つまり，「第一注文」を行うことにすぎず，「第一注文」及び「第二注文」とい

う注文の約定の順番が常に「第一注文」及び「第二注文」という順番の繰り返しで

なければならないとは規定されていない。 

したがって，構成１Ｈには，およそ全ての「第一注文」及び「第二注文」につい

て，「第一注文」が約定し，次いで「第二注文」が約定するという順番までもが記載

されていると要旨認定した審決は，誤りである。 

 (2) 審決の構成１Ｈの要旨認定を前提としても，引用発明が構成１Ｈを備える

こと 

ア 引用発明の「自動売買テーブル」では，例えば，１０，０００ウォンの

売込みに係る注文が約定すると，その左隣（＝９，５００ウォン。）の買取りに係る

注文及びその真上（＝１１，０００ウォン。）の売込みに係る注文という二つの注文

が行われる（引用文献の【００５１】。）。また，例えば，９，５００ウォンの買取り

に係る注文が約定すると，その右隣（＝１０，０００ウォン。）の売込みに係る注文

及びその真下（＝８，５００ウォン。）の買取りに係る注文という２つの注文が行わ

れる（引用文献の【００５２】。）。引用発明では，このような注文方法を採用した結

果，例えば，１０，０００ウォンの売込みに係る注文及び９，５００ウォンの買取

りに係る注文からなる注文情報群に着目した場合，１０，０００ウォンの売込みに
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係る注文及び９，５００ウォンの買取りに係る注文は，必ずこの順番で約定する。

このような結果は，相場価格が，①９，５００ウォン及び１０，０００ウォンの間

を変動する場合，②９，５００ウォン及び１０，０００ウォンの間から高値側へ変

動し，再び９，５００ウォン及び１０，０００ウォンの間に戻る場合，並びに，③

９，５００ウォン及び１０，０００ウォンの間から安値側に変動し，再び９，５０

０ウォン及び１０，０００ウォンの間に戻る場合にも現れる。このことは，他の注

文情報群，例えば，８，５００ウォンの買取りに係る注文及び９，０００ウォンの

売込みに係る注文からなる注文情報群に着目した場合であっても同様である。引用

発明においては，一つの指値注文及びこの指値注文と注文情報群を構成する隣接す

る異種の指値注文は，一方が約定すると，必ず他方が約定されるという関係にあり，

引用発明では，これらの指値注文に対し，一の指値注文の指値価格に向けた方向と

は反対の方向に値動きしたときの指値注文が付加されているにすぎない。 

したがって，引用発明は，構成１Ｈを備える。 

  イ(ｱ) 本件発明１の構成１Ｈには，注文情報群が生成・記録されるといった

記載が存在しない。また，「有効な注文」という記載はあるが，無効な注文に係る記

載はなく，本件発明６及び７におけるキャンセルされた注文に対応するものである

から，「有効な注文」とは，キャンセルされていない注文という意味である。このよ

うに，構成１Ｈは，取引の現象面を規定した構成である。 

   (ｲ) 被告は，本件発明においては，注文情報群を生成・記録するという構

成を採用しつつ，まず当該注文情報群で管理される注文のうち第一注文を有効とし

ておき，第一注文だけが約定し得る状態とし，第一注文が約定した場合に，当該注

文情報群で管理される注文のうちの第二注文を有効とし，今後は第二注文が約定し

得る状態とすることにより，買い注文と売り注文とが対となった注文情報群を生

成・記録しつつ，第一注文と第二注文とが，この順番で交互に約定していくように

管理し，所望のイフダンオーダーを繰り返すことを可能としていることを規定して

いるのが，構成１Ｈであると主張する。 
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しかし，構成１Ｈには，「次の前記注文情報群」が生成・記録されること及び無効

といった用語が存在しない。被告の主張は，クレームの記載に基づかないから，誤

りである。 

第４ 被告の主張 

 １ 取消事由１に対し 

  (1) 原告は，引用発明の１０，０００ウォンの売込みに係る注文情報が「第一

注文情報」に相当し，９，５００ウォンの買取りに係る注文情報が「第二注文情報」

に相当するので，１０，０００ウォンの売込みに係る注文情報及び９，５００ウォ

ンの買取りに係る注文情報が「注文情報群」に相当し，同様に，８，５００ウォン

の買取りに係る注文情報及び９，０００ウォンの売込みに係る注文情報が「注文情

報群」に相当する，と主張する。 

しかし，本件発明１では，買い注文情報と売り注文情報とが注文情報群として生

成され，その有効・無効を切り替えることによってイフダンオーダー（ある注文が

約定した場合に，次の注文が約定し得る状態になるという取引）を実現しており，

このイフダンオーダーを複数の価格にわたって繰り返し行うことを特徴とする。 

引用発明においては，「１０，０００ウォンの売込み」が約定したときに自動発注

されるのは，「９，５００ウォンの買取り」と「１１，０００ウォンの売込み」とい

うばらばらの注文であり，自動発注の際に「９，５００ウォンの買取り」と「１１，

０００ウォンの売込み」という組合せの発注が行われることはない。引用発明の追

加発注時に１０，０００ウォンの売り注文と９，５００ウォンの買い注文とが対を

なしているものではなく，「注文情報群」が生成・記録されていないことは，明らか

である。 

また，相場の変動によっては，例えば，原告が注文情報群を構成すると主張して

いるうちの「１０，０００ウォンの売込み」を行う注文情報だけが繰り返し生成さ

れてしまう。 

仮に，引用発明において「１０，０００ウォンの売込み」と「９，５００ウォン
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の買取り」が交互に行われる場合があるとしても，それは引用発明が「注文情報群」

を生成，記録しているからではなく，自動発注により多数の買い注文や売り注文が

別々に行われる結果，多数の注文の中にそのような事象が含まれ得るというだけの

ことである。 

  (2) 構成要件１Ｈを参酌するまでもなく，引用発明は構成要件１Ｆが規定する

「注文情報群」に相当する構成を備えていない。 

 ２ 取消事由２に対し 

 前記１のとおり，引用発明においては，注文情報群という概念はなく，これを生

成も記録もしていないから，引用発明は，構成要件１Ｇに相当する構成を備えてい

ない。 

 ３ 取消事由３に対し 

  (1) 構成要件１Ｈの要旨認定について 

構成要件１Ｈは，「注文情報群」における約定の特徴を規定したものである。した

がって，そもそも「注文情報群」を備えない引用発明が構成要件１Ｈを備えること

はない。 

本件発明においては，第一注文と第二注文の双方が約定した場合に次の第一注文

が有効となり，第一注文の約定と第二注文の約定とが繰り返されるとされているの

であるから，本件発明では第一注文と第二注文とが，この順番で約定していくもの

であることは，構成要件１Ｈの記載からして明らかである。 

 (2) 審決の要旨認定を前提とする原告の主張に対して 

審決の要旨認定を前提とした場合，引用発明はそもそも注文情報群を生成，記録

する構成を備えていないから，構成要件中に「注文情報群」を含む構成要件１Ｈを

充足しない。 

本件発明は「注文情報群」を生成・記録することで，所望の取引を実現しようと

するものであるから，注文情報群の有無を捨象して，単に取引の現象面だけを取り

出して議論をしても，全く無意味である。 
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第５ 当裁判所の判断 

 １ 本件発明について 

  (1) 本件明細書には次の記載がある（甲２）。 

【技術分野】【０００１】本発明は，外国為替等，金融商品の取引を管理，支援す

る技術に関する。 

【背景技術】【０００２】外国為替等の金融商品の取引方法として，注文時の価格

で取引を行う成行注文の他に，指値注文が知られている。この指値注文とは，予め

顧客から売買値段の指定を受ける注文形態のことであり，金融商品の取扱業者は対

象となる金融商品が指定された金額まで下がったときに当該金融商品の買い注文を

行い，あるいは，指定された金額まで上がったときに当該金融商品の売り注文を行

う。従来，この金融商品の指値注文をコンピュータシステムを用いて行う発明が知

られている（例えば，特許文献１参照）。 

【先行技術文献】【特許文献】【０００３】【特許文献１】特開２００６－９９７８

７号公報 

【発明が解決しようとする課題】【０００４】しかし，金融商品の価格は常に不規

則に変動し，正確に予測できない。そのため，指値注文の場合，当該金融商品の価

格が予め指定した金額まで下降（又は上昇）する直前で上昇（又は下降）してしま

う場合や，あるいは，予め指定した金額よりも下降（又は上昇）してしまい，顧客

が実質的な不利益を被る恐れがある。そして，上記特許文献１に記載の発明によっ

ては，このような不利益の恐れを回避できないという問題がある。 

【０００５】さらに，指値注文において注文件数の極端な増大や注文キャンセル

の頻発が起こった場合，金融商品の取扱業者も業務の煩雑化や事実上の損害の発生

を被る恐れがある。特に取扱対象の金融商品が外国為替の場合，顧客と銀行とを仲

介する取扱業者が銀行に事実上の損害を与えてしまい，銀行からの信用を失う恐れ

がある。従って，指値注文による取引を行う場合，金融商品の取扱業者の被るリス

クを回避することにも留意する必要があるが，上記特許文献１に記載の発明におい
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ては，当該取扱業者のリスクも回避できないという問題がある。 

【０００６】本発明は上記の問題に鑑みてなされたものであり，金融商品の指値

注文における金融商品の取扱業者及び顧客の不利益を回避し，システムを利用する

顧客が煩雑な注文手続を行うことなく指値注文による取引を効率的かつ円滑に行う

ことができる金融商品取引管理方法を提供することを課題としている。 

【発明の効果】【００１７】請求項１，及び請求項２に記載の発明によれば，金融

商品取引管理方法においては，金融商品の売買注文を行うための売買注文申込情報

に基づいて金融商品の注文情報を生成する注文情報生成手順を有し，注文情報生成

手順においては，一の売買注文申込情報に基づいて，同一種類の金融商品を複数の

価格について指値注文する注文情報からなる注文情報群を生成することにより，金

融商品を売買する際，一の注文手続きを行うことで，同一種類の金融商品を複数の

価格にわたって一度に注文できる。これにより，顧客のリスクを軽減させうる指値

注文を一の注文手続きにより簡易に行うことができ，顧客のシステム利用の利便性

を向上させることができる。これにより，金融商品の指値注文における金融商品の

取扱業者及び顧客の不利益を回避し，システムを利用する顧客が煩雑な注文手続を

行うことなく指値注文による取引を効率的かつ円滑に行うことができる。 

【００１８】 請求項１，及び請求項２に記載の発明によれば，一の売買注文申込

情報に基づいて生成されたそれぞれの注文情報群について，有効な注文である第一

注文の第一注文価格と金融商品の相場価格とが一致し，次いで有効な注文である第

二注文の第二注文価格と相場価格とが一致することで第一注文と第二注文とが約定

した場合，次の注文情報群の第一注文情報を有効とし，約定した第一注文と同じ第

一注文価格における第一注文の約定と，約定した第二注文と同じ前記第二注文価格

における前記第二注文の約定とを繰り返し行わせるように設定することにより，第

一注文と第二注文とが約定した後も，当該約定した注文情報群による指値注文のイ

フダンオーダーを繰り返し行うことが可能になる。これにより，金融商品の指値注

文における金融商品の取扱業者及び顧客の不利益を回避し，システムを利用する顧
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客が煩雑な注文手続を行うことなく指値注文による取引を効率的かつ円滑に行うこ

とができる。 

【００４５】図３は，本実施形態の金融商品取引管理装置１における，トラップ

リピートイフダン注文による指値注文に関する情報を生成させる際の処理手順を示

すフローチャートである。以下，同図に基づいて注文時の処理手順を説明する。 

【００４６】金融商品取引管理システム１Ａを利用する顧客は，クライアント端

末２を用いて金融商品取引管理装置１にアクセスする。金融商品取引管理装置１の

フロントページ配信部１１は，アクセスのあったクライアント端末２の表示部２２

に，図４に示す入力画面４０を表示させる。顧客は，操作部２１を用いて入力画面

４０に注文内容のデータを入力する（ステップＳ１）。・・・ 

【００５７】値幅入力欄４４ｃに入力された値幅の値が最低値幅の値以上であっ

て（ステップＳ７の“Ｎｏ”），注文条件が上述のトラップリピートイフダンの注文

に必要な条件を全て満たしているものと判定された場合，フロントページ配信部１

１は，クライアント端末２の表示部２２に，図５の（ｂ）に示す確認画面４５を表

示させる。確認画面４５には入力画面４０及び条件設定画面４４にて顧客によって

入力，選択された注文条件が列記されており，列記された内容で間違いない場合に

クリックする注文ボタン４５ａが設けられている。なお，確認画面４５の注文情報

群表示欄４５ｂにおいては，同一種類の金融商品を一の価格で指値注文する買い注

文情報（上行）及び当該買い注文情報の対象となっている金融商品を他の価格で指

値注文する売り注文情報（下行）からなる注文情報群４５ｃ１，４５ｃ２，・・・４

５ｃｋ（ｋ＞１）が表示されている。 
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【図５】 

 

【００５８】顧客が操作部２１の操作により注文ボタン４５ａをクリックすると，

金融商品取引管理装置１の注文情報生成部１６はステップＳ１にて入力されたデー

タに基づいて注文情報を生成する（ステップＳ８，注文情報生成手順，第二注文価

格算出手順）。・・・ 

【００５９】注文情報生成部１６は，生成された注文情報群を注文テーブル１８

１に記録する（ステップＳ９，注文情報記録手順）。具体的には，図２Ａに示す各フ

ィールドに，該当する注文情報（即ち“備考”カラム１８１ａの項目に対応するデ

ータ）が記録される。・・・以上の手順より，トラップリピートイフダン注文の注文

処理は完了し，指値注文に関する情報を生成する。 

【００６０】図６の（ａ）は，ステップＳ９において記録された，買い注文情報

の集合を模式として示した図，図６の（ｂ）は，ステップＳ９において記録された，

売り注文情報の集合を模式として示した図である。同図に示す通り，買い注文情報

の集合５０は，上記ステップＳ１～Ｓ９にて情報が生成された買い注文テーブル５

０ａを形成し，売り注文情報の集合６０は，同じく売り注文テーブル６０ａを形成
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している。 

【図６】 

 

【００６３】買い注文テーブル５０ａと売り注文テーブル６０ａとにおいて，注

文番号５１ｈ，６１ｈが同一の注文情報，例えば第一の買い注文情報５１ａと第一

の売り注文情報６１ａと，第二の買い注文情報５１ｂと第二の売り注文情報６１ｂ

と，・・・は，同一種類の金融商品を一の価格で指値注文する買い注文情報及び該買

い注文情報の対象となっている金融商品を他の価格で指値注文する売り注文情報か

らなる，一の価格帯の注文情報群を形成している。一の注文情報群を形成する注文

情報のうち，買い注文テーブル５０ａに記録された注文情報（例えば第一の買い注

文情報５１ａ）は約定の優先順位の高い「第一注文」を形成し，売り注文テーブル

６０ａに記録された注文情報（例えば第一の売り注文情報６１ａ）は約定の優先順

位の低い「第二注文」を形成している。・・・ 

【００６５】注文処理の完了後，金融商品取引管理装置１の価格情報受信部１９

は為替相場の情報取得を継続する（価格情報受信手順）。そして，相場価格と特定ポ
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ジションの注文価格とが一致すると，約定情報生成部１４が当該ポジションの注文

を約定させることになる（約定情報生成手順）。 

【００６６】図７に，本実施形態の金融商品取引管理システム１Ａにおける，指

値注文に基づく約定を模式的に表したタイムチャートを示す。例えば，同図に示す

通り，トラップリピートイフダンによる指値注文が完了した時点ｔ１での米国ドル

の相場購入価格７２が１ドル１１０．００円であり，指値注文完了後に米国ドルの

相場購入価格７２が１ドル１０９．９０円になった時点ｔ２において，第一の買い

注文情報５１ａが約定する。この約定と同時に第一の売り注文情報６１ａが有効化

する。この「有効化」により，この時点において第一の売り注文情報６１ａは，「無

効な注文情報」から「有効な注文情報」に変換される。 

【図７】 
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【００６７】同様に，米国ドルの相場購入価格７２が１ドル１０９．８０円にな

った時点ｔ３において，第二の買い注文情報５１ｂが約定すると同時に第二の売り

注文情報６１ｂが有効化し，相場購入価格７２が１ドル１０９．７０円になった時

点ｔ４において第三の買い注文情報５１ｃが約定すると同時に第三の売り注文情報

６１ｃが有効化する。 

【００６８】その後，時点ｔ５において相場購入価格７２が１ドル１１４．８４

円まで上昇した場合，約定情報生成部１４は第三の売り注文情報６１ｃに基づいて

売り情報を約定させて米国ドルを売却する。これにより，顧客は第三の買い注文情

報５１ｃの価格と第三の売り注文情報６１ｃとの差額分の利益を得られることにな

る。第三の売り注文情報６１ｃが約定した後，時点ｔ６において，第三の買い注文

情報５１ｃと第三の売り注文情報６１ｃとが再度生成されることになる。この時点

ｔ６において，第三の売り注文情報６１ｃは再び当初の状態である「無効な注文情

報」として生成されている。 

【００６９】指値注文が有効化され，あるいは，指値注文が約定すると，約定情

報生成部１４はデータベース１８中の対応するデータを書き換える。具体的には，

注文テーブル１８１の当該指値注文に関する注文情報のデータが削除され，顧客口

座情報テーブル１８２の“amnt”フィールド１８２ａのデータが約定した価格分だ

け増減される。 

【００７０】同様に，時点ｔ７において相場購入価格７２が１ドル１１４．９４

円まで上昇した場合，約定情報生成部１４は第二の売り注文情報６１ｂに基づいて

売り情報を約定させて米国ドルを売却する。その後，時点ｔ８において，第二の買

い注文情報５１ｂと第二の売り注文情報６１ｂとが再度生成され（このとき第二の

売り注文情報６１は再び「無効な注文情報」として生成される。），更にデータベー

ス１８中の対応するデータを書き換えられる。 

【００７１】その後，時点ｔ９において相場購入価格７２が１ドル１０９．７０

円になると，第二の買い注文情報５１ｂが約定すると同時に第二の売り注文情報６
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１ｂが有効化する。以後，同様の処理が繰り返されることになる。 

【００７３】このように，本実施形態の金融商品取引管理装置１は，同一種類の

金融商品を複数の価格について指値注文することにより，指値注文における顧客の

リスクを軽減させることができる。即ち，例えば米国ドルを１ドル１０９．６０円

で購入する指値注文のみを行っていた場合，図７に示すように１ドル１０９．７０

円を境に相場購入価格７１が上昇した場合には（例え顧客に１ドル１０９．７０円

なら購入したい潜在的欲求があったとしても）顧客は米国ドルを購入できなくなる。

これに対し，本実施形態におけるトラップリピートイフダン注文を用いれば，最も

購入を欲する価格を基準とし，当該基準とする価格の上下に分散して複数の指値注

文を行うことができるため，上述した顧客のリスクを軽減させることができる。 

【００７４】また，本実施形態の金融商品取引管理装置１は，注文情報として，

同一種類の金融商品を一の価格で指値注文する買い注文情報（例えば第一の買い注

文情報５１ａ）及び当該買い注文情報の対象となっている金融商品を他の価格で指

値注文する売り注文情報（例えば第一の売り注文情報６１ａ）からなる，一の価格

帯の注文情報群を，複数の価格帯について生成すると共に，それぞれの注文情報群

において，買い注文情報（例えば第一の買い注文情報５１ａ）を「第一注文」とす

ると共に，売り注文情報（例えば第一の売り注文情報６１ａ）を「第二注文」とし，

「第一注文」を有効な注文情報，「第二注文」を無効な注文情報とし，約定情報生成

部１４は，一の注文情報群を形成する「第一注文」が約定された場合には「第二注

文」を無効な注文情報から有効な注文情報とすることにより，一の売買注文申込情

報に基づいて，同一種類の金融商品を複数の価格について指値注文のイフダンオー

ダーにて注文することができる。また，約定情報生成部１４は，有効な注文情報と

された「第二注文」としての注文情報が約定した場合には一の注文情報群を再度生

成することにより，「第一注文」と「第二注文」とが約定した後も，当該約定した注

文情報群（例えば第一の買い注文情報５１ａ及び第一の売り注文情報６１ａ）によ

る指値注文のイフダンオーダーを繰り返し行うことが可能になる。 
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  (2) 以上より，本件発明は以下のとおりのものと認められる。 

本件発明は，外国為替等の金融商品の取引を管理，支援する技術に関するもので

ある（【０００１】）。 

従来の外国為替等の金融商品の取引方法では，指値注文の場合，金融商品の価格

が予め指定した金額まで下降（又は上昇）する直前で上昇（又は下降）してしまう

場合や，予め指定した金額よりも下降（又は上昇）してしまう場合には，顧客が実

質的な不利益を被る恐れを回避できず，さらに，指値注文において注文件数の極端

な増大や注文キャンセルの頻発が起こった場合，金融商品の取扱業者も業務の煩雑

化や事実上の損害の発生を被る恐れを回避できないという課題が存在した（【０００

４】～【０００５】）。 

本件発明は，金融商品の指値注文における金融商品の取扱業者及び顧客の不利益

を回避し，システムを利用する顧客が煩雑な注文手続を行うことなく指値注文によ

る取引を効率的かつ円滑に行うことができる金融商品取引管理方法を提供すること

を目的とするものである（【０００６】）。 

そして，上記課題を解決するために，本件発明の構成を採用することにより，金

融商品を売買する際，一の注文手続を行うことで，同一種類の金融商品を複数の価

格にわたって一度に注文でき，これによって，顧客のリスクを軽減させ得る指値注

文を一の注文手続により簡易に行うことができ，顧客のシステム利用の利便性を向

上させることができるとともに，約定した注文情報群による指値注文のイフダンオ

ーダーを繰り返し行うことが可能になり，顧客が煩雑な注文手続を行うことなく，

指値注文による取引を効率的かつ円滑に行うことができる，という作用効果を奏す

るものである（【００１７】【００１８】）。 

 ２ 引用発明の認定 

  (1) 引用文献には，以下の記載がある（甲１）。 

【０００１】【発明の属する技術分野】（発明の背景）（発明の分野）この発明は，

データ通信ネットワークを通じて株，債券，物件，先物，オプション，指数，外国
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為替などを自動売買する方法およびシステムに係り，より詳しくは，投資家のあら

かじめの特定条件に応じてコンピュータが自動で売買を発注する方法およびシステ

ムに関するものである。 

【００１４】【発明が解決しようとする課題】ところで，かかる手間のかかる煩わ

しい作業は多くの時間を消やすことになりかねないことから，多忙な職場人なり時

間を割愛しづらい人びとにとっては株市場の変動に適切に対応できない問題がある。

また，適切な売買時点を逃がすことになりかねない。度ごとの売込みあるいは買取

りを発注するのに要される時間が過多となることから，証券会社および機関投資家

の立場からみれば，人件費が増す要因となるうえ，かりに必要な情報データを書き

込む途中にコンピュータのキーボードの誤りなどによって，たとい一打たりとも書

き込み誤りがある場合には，莫大な経済的損失を被ることになる場合も起こりうる。 

【００１５】一方で，多くの株投資家は，自己が投資を望んでいる特定株の暫定

的な希望買取り値および買取り量，希望売込み値および売込み量などについて思案

に暮れている。ところで，前記株の現在価が自己の望む売込み値あるいは買取り値

に到達しているかについて分かるためには，常時株市場の株価の変動をにらんでい

なければならない。とはいえ，かように株価の変動を続けざまに見極めることはた

やすい業ではない。 

【００１６】（発明の概要）この発明は前述の種々の問題を解決するためになされ

たものであり，この発明の目的は，市場の変動なり新たな情報にさほどに気を配ら

ずに投資可能な売買自動発注方法およびシステムを提供することにある。 

【００１７】この発明は個人投資家および機関投資家を含む投資家にとって代わ

り，あらかじめ定められている条件に従じて繰返し売買を発注する売買自動発注方

法およびシステムを提供することにある。 

【００２０】この発明は更に他の目的を達成するために，データ通信ネットワー

クに連結されたコンピュータシステムを利用して株を売買する方法において，前記

方法は，前記コンピュータシステムで売買を望む株を特定し，買取り条件と売込み
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条件を含む自動売買条件を書き込む段階；前記売買条件に応じて少なくとも一つか

らの株売込みおよび少なくとも一つからの株買取りを前記データ通信ネットワーク

を通じて発注する段階；前記データ通信ネットワークを通じて前記株売込みあるい

は株買取りへの発注が約定されたかどうかを確認する段階；及び，前記株売込みあ

るいは株買取りへの発注が約定された場合，コンピュータが前記あらかじめ決定さ

れた株売買条件に応じて新たな株売込みおよび株買取りを前記データ通信ネットワ

ークを通じて発注する段階を提供する。 

【００２３】さらに，この発明に従う自動発注システムで具現できるユーザのコ

ンピュータ（１０）には，株持主とのインターフェースをするためのユーザーイン

ターフェース（１２）と，株投資家に対する情報（例えば，持ち株の種目および数

量，前記株の買取り値，持ち金資産など）およびユーザーの意向によって設定され

た株売買条件を記憶させて売買約定状況なり，ユーザーの操作につれて新たな株売

買条件に更新するための売買条件制御モジュール（１６）と，前記売買条件に応じ

てその株の売買を発注せしめる売買発注制御モジュール（１４）とが含まれる。 

【００２５】前記証券会社のコンピュータシステム（２０）は，前記ネットワー

ク（４０）を通じて前記ユーザーのコンピュータ（１０）とデータ通信をやりとり

できるように接続され，証券会社の管理人とのインターフェースのための管理者イ

ンターフェース（２２）と，該ユーザーのコンピュータ（１０）から依頼された売

買発注を受信して，これを証券取引所のコンピュータシステム（３０）へ伝送して

株取引を約定するようにするための売買遂行モジュール（２４），および特定の株持

ち主の証券口座の可用残高および株の残量を記憶させて約定された売買に応じてこ

れらを更新するための口座制御モジュール（２６）を含む。 

【００３５】最初の売買条件の設定はこの発明の一部ではない。最初の売買条件

は現在における通常の証券会社らがサイバー証券取引投資家のために提供する方法

およびシステムと同様である。現在の株の価格の照会ボタン（４０７）は選択的な

事柄である。欄（４０８）は買取りあるいは売込みを選択するためのボタンである。
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この例では単価２５，０００ウォンでＡＢＣ株式会社の１００株（４１０）を買取

る（４０８）ことを最初の取引として設定した。 

【００３６】自動売買条件は，最初の売買が成立されたことを前提とするもので

ある。自動売買条件を設定するために，売込みあるいは買取りを選択するための欄

（４１２，４２２），単価および数量を定量あるいは定率として選択するための欄（４

１４，４１８，４２４，４２８），および単価あるいは数量を定量あるいは定率とし

て書き込むための欄（４１６，４２０，４２６，４３０）が提供される。 

【００４３】次に，図５～７を参照してこの発明の実施態様３について述べるこ

とにする。前記実施態様１および２は，設定された自動売買条件に応じて買取りお

よび売込み中の一つを自動で発注することを特徴としているが，この発明の実施態

様３は後述するごとく，設定された自動売買条件に応じて買取りおよび売込みが同

時に発注できることを特徴としいる。 

【００４４】図５に示すように，実施態様３に沿ってシステムが開始され段階（５

００），段階（５０２）で自動売買条件を設定する。自動売買条件の設定は，例えば，

図６のごときインターフェースをユーザーに提供することによって行われることが

できる。図６において，自動売買条件の設定部を除く残余部分は図４の参照番号（４

０１）～（４１０）で表示された部分と同一である。ただし，この例おいては，Ｄ

ＥＦ株式会社の１０，０００株を持ち合わせており，最初の売買条件としてＤＥＦ

株式会社の１００株を株あて１０，０００ウォンで売込むものと例示した。 

【００４５】自動売買条件で基準量（６０２）は，毎度の自動売買時に売込みお

よび買取りの基準量を設定する。欄（６０４）には株売買時に要される証券会社の

歩合（および税金）の料率を書き込む。これは必須的なものではないが，株を売買

した後の収益率の勘定に足しになれる。自動売買で買取り値および売込み量の欄（６

０６，６０８，６１０，６１２）に設定する。買取り値は毎度の売込み値より所定

割合の安値で設定するか，所定額の低値で設定することができる。図６おいては売

込み値より毎度５００ウォンと安値を自動買取り値として設定した。自動買取り量
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もまた欄（６１０）で定量あるいは定率で設定することができる。欄（６１２）が

空欄の場合，毎度の自動買取り発注は基準量の設定値（６０２）のごとく１００株

となる。欄（６１２）には＋および－符号が使用されうるし，＋記号が使用された

場合，定量あるいは定率分だけ自動買取り発注量が増し，－記号が使用された場合

は定量あるいは定率分だけ減るようになる。 

【００４６】自動売込み条件もまた同一の方式によって欄（６１４，６１６，６

１８，６２０）で設定する。この発明の実施態様においては最初の売込み値より毎

度１，０００ウォンずつ値上がりあるいは値下がりした値段で１００株を自動売込

むものと設定することにした。加重売買条件もまた欄（６２２，６２４）で定量あ

るいは定率として設定することができる。加重売買条件の意味については後述する

ことにする。 

【００４８】ユーザーは売買テーブル申込みボタン（６２８）を使用して図７の

ごとき自動売買テーブルを作ることができる。ところで，自動売買テーブルは仮想

的なものでありうるし，視覚的なテーブルの作成は選択的なものである。つまり，

この発明に従うシステムが自動売買テーブル（７００）を作成するための公式ある

いはロジックを記憶させていることだけによっても，この発明に従う実施態様３は

実行されることができる。 
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【図７】 

 

【００４９】図７の自動売買テーブル（７００）は，図６の自動売買の設定条件

によって作られることができる。自動売買テーブル（７００）売込み値の縦列（７

１４）でそれぞれの横列の売込み値が設定されているとおり，１，０００ウォンず
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つの隔りをもつように作られ，買取り値の縦列（７１２）のそれぞれの買取り値は

同じ横列の売込み値より５００ウォンずつ安値で作られる。自動売買テーブル（７

００）において，（７０２）～（７１０）のごとき横列は最初の売買価を基準に上下

にわたって適切な数だけ作られる。 

【００５０】・・・売買テーブル（７００）はユーザーが売買テーブル確定ボタン

（７１６）を押すことによって確定される。 

【００５１】図５を参照して，最初の売込みが成功すると，早急にあらかじめ設

定された自動売買条件による自動売買テーブルに応じて第１回目の自動買取りと自

動売込みが発注される（段階５１２）。実施態様３は”同一の株を安値で買取って高

値で売り込むよう”に設計されている。したがって，最初の売込み発注が約定され

ると，自動売買テーブル（７００）において，約定された最初の売込み値（１０，

０００ウォン）より真下の安値の買取り（つまり，９，５００ウォンの買取り値で

１００株の買取り）を発注し（図７の横列（７０６）），約定された売込み値より真

上の高値の売込み（つまり，１１，０００ウォンの売込み値で１００株の売込み）

を発注する（図７の横列（７０４）の売込み欄参照）。かかる売込みおよび買取り発

注は口座残高および持ち株数の範囲内にあることから，段階（５０６）および（５

０８）でエラーは発生しない。 

【００５２】第１回目の自動売買発注中に買取り発注が発注とおりに約定された

場合には，自動売買テーブル（７００）で約定された発注価に隣合う買取りおよび

売込みが発注される。前述のごとく，実施態様３は寸前の約定価より”安値”で買

取り，”高値で売り込む”ように設計されたものであることから，第２回目の自動売

買は，図５の段階（５１４，５１６，５０６）および（５０８）を径て買取り（８，

５００ウォンで１００株の買取り，図７の横列（７０８）参照）および売込み（１

０，０００ウォンで１００株の売込み）が発注される。第２回目の自動売買で売込

み発注が約定された場合，第３回目の自動発注は約定された発注価（第２回目の１

０，０００ウォン）に隣り合う買取り（９，５００ウォンで１００株の買取り）お
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よび売込み（１１，０００ウォンで１００株の売込み）が自動的に発注される。つ

まり，毎度の自動売買では自動売買テーブル（７００）での約定価より真下の安値

の買取りおよび約定価より真上の高値の売込みが発注される。 

【００５３】実施態様３に応じて自動的に売買する場合，株価が最初の売買価の

値段の範囲から上下に変動される場合，所定の収益が発生される。例えば，図７に

おいて株価が１０，０００ウォンから１４，０００ウォンに値上がりしてから，再

度１０，０００ウォンとなった場合，所定の収益が発生する。さらに，株価が１０，

０００ウォンから４，０００ウォンに値下がりしてから，再度１０，０００ウォン

に値上がりした場合にも所定の収益が発生する。このように，実施態様３は株価が

ある値段の範囲で上下へ頻繁に変動される株に対する投資方法として適切であると

いえる。  

【００５５】再び図５を参照する。設定された自動売買条件と証券口座の残高お

よび持ち株数を照合して買取り条件および売込み条件が充足されるかを確認する

（段階５０６，５０８）。株を買取るためには，少なくとも［設定された買取り値×

設定された買取り量］より多額が口座に残っていなければならず，株を売込むため

には少なくとも希望売込み量より多い株を持っていなければならない。自動売買に

よって継続して買取りだけが約定された場合には，証券口座の持ち分の残高がなく

なることもありうるし，継続して売込みだけが約定された場合には，持ち株がなく

なった場合も発生することもある。 

【００５７】前述のごとく，（段階５０６，５０８）で条件が充足される場合，株

買取りと株売込みが発注される（段階５１２）。ここで，買取りと売込みはともに発

注されるということに留意すべきである。この発明の実施態様３は従来の株投資方

法とはこの点において皆目相違する。実施態様３においては株の現在価を無視して

株の値段への変動を一向に予測しない。実施態様３によれば，従前の株の買取り値

より株価が下落すると所定量を買取り，買取り値より株価が上がると，所定量を売

込む結果となる。 
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【００５８】段階（５１４）では売買が約定されたかどうかを確認する。売買発

注は発注当日に売込みと買取りとの発注中のいずれかの一つが約定されるか，さも

なければ，２つとも約定されないこともある。２つとも約定されない場合には，あ

くる日に同一の売込みおよび買取りが発注される。一部の約定，発注価とその他の

値段で約定される場合など，例外的な場合も発生することがある。一部の約定の場

合には，発注量の全体が約定されたものとみなされるか，あるいは約定されていな

い数の株に対して同一値段の売込みおよび買取りが発注されることがある。さらに，

発注価とその他の値段で約定された場合には，約定価の真下の買取りおよび約定価

の真上の売込みが発注される。 

【００５９】いずれの発注が約定されても，口座残高および株の残量を更新し，

段階（５１６），段階（５０６，５０８）であらかじめ設定された自動売買条件に応

じて条件が充足される場合，直ちに新たな売込みと買取りが発注される。 

  (2) 以上によると，引用発明は以下のとおりのものと認められる。 

引用発明は，データ通信ネットワークを通じて，株，債券，物件，先物，オプシ

ョン，指数，外国為替などを自動売買する方法及びシステムに係り，投資家のあら

かじめ設定する特定の条件に応じてコンピュータが自動で売買を発注する方法及び

システムに関するものである。（【０００１】） 

引用発明は，市場の変動や新たな情報にさほど気を配らずに投資可能な売買自動

発注方法及びシステムを提供することを目的とするものである。（【００１４】～【０

０１６】） 

上記課題を解決するために，引用発明は，データ通信ネットワークに連結された

コンピュータシステムを利用して株を売買する方法，すなわち，前記コンピュータ

システムで売買を望む株を特定し，買取り条件と売込み条件を含む自動売買条件を

書き込む段階，前記売買条件に応じて少なくとも一つからの株売込み及び少なくと

も一つからの株買取りを前記データ通信ネットワークを通じて発注する段階，前記

データ通信ネットワークを通じて前記株売込み又は株買取りへの発注が約定された
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かどうかを確認する段階，及び，前記株売込み又は株買取りへの発注が約定された

場合，コンピュータが前記あらかじめ決定された株売買条件に応じて新たな株売込

み及び株買取りを前記データ通信ネットワークを通じて発注（設定された自動売買

条件に応じて買取り及び売込みが同時に発注するものであり，毎度の自動売買では

自動売買テーブルでの約定価より真下の安値の買取り及び約定価より真上の高値の

売込みが発注される）する段階を提供するという構成を採用することにより，株価

が最初の売買価の値段の範囲から上下に変動する場合に，所定の収益を発生させる

ことに加え，口座の残高及び持ち株の範囲において，株の現在価を無視して株の値

段への変動を一向に予測することなく，従前の株の買取り値より株価が下落すると

所定量を買い取り，買取り値より株価が上がると所定量を売り込むことができる，

という作用効果を奏するものである。（【００２０】【００４３】～【００４６】【０

０４８】～【００５９】） 

 (3) 前記(1)，(2)によると，引用発明は，前記第２，３(2)のとおりのものと

認められる。また，本件発明１と引用発明を対比すると，少なくとも，前記第２，

３(3)アの一致点が存するものと認められる。 

 ３ 取消事由１（相違点の認定の誤り―構成１Ｆについて）について 

(1) 構成１Ｆに関する本件発明１と引用発明との対比 

ア 本件発明１の構成１Ｆは，「第一注文情報」と「第二注文情報」からな

る「注文情報群」を「複数」生成する「注文情報生成手順」について規定する事項

であり，上記「第一注文情報」と「第二注文情報」との関係については，①「第二

注文情報」の注文価格は，それぞれの「第一注文情報」の第一注文に対し，購入又

は販売が行われた前記第一注文に基づいて販売又は購入が行われたときの前記利幅

が，前記売買注文申込情報における前記利幅となるよう設定されており，②「第二

注文情報」の注文価格としての第二注文価格について，前記買いの「第一注文情報」

の第一注文に対しては売りの，前記売りの「第一注文情報」の第一注文に対しては

買いの指値注文を行うものであることが示されている。上記の「利幅」については，
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本件発明１の構成１Ｂによると，「利幅を示す情報・・・のそれぞれを，前記金融商

品の売買注文を行うための売買注文申込情報として受信して受け付ける注文入力受

付手順」を備えることが示されている。 

したがって，二つの金融商品の売買注文に係る情報が，本件発明１の構成１Ｆに

おける「第一注文情報」と「第二注文情報」に相当するというためには，これら二

つの情報のそれぞれの売買注文が互いに買いと売りの関係にあり，かつ，これらの

情報の二つの売買注文間の注文価格差である「利幅」が，「売買注文申込情報」にお

いて「利幅を示す情報」として入力され受け付けられたものであることが必要であ

ると認められる。そして，構成１Ｆの記載に基づく認定においては，構成１Ｆの構

成を引用する構成１Ｇ及び１Ｈの記載には限定されないから，「第一注文情報」及び

「第二注文情報」を含む「注文情報群」が生成後どのように処理されるとか（構成

１Ｇによる限定），「第一注文情報」及び「第二注文情報」の約定に係る繰り返し実

行のためのシステム上の設定（構成１Ｈによる限定）は要件ではない。また，「第一

注文情報」と「第二注文情報」とが，同時期に発注されるなど，関連して発注され

るものであるとは，本件発明１のいずれの記載からも読み取れない。 

イ 引用文献の【００５１】及び【００５２】の記載によると，同一の株を

安値で買取って高値で売り込むように設計されている「自動売買テーブル」に基づ

いて，例えば，最初の発注である１０，０００ウォンの売込みが約定し，１回目の

自動発注で９，５００ウォンの買取りと１１，０００ウォンの売込みが発注され，

次に，９，５００ウォンの買取りが約定し，２回目の自動発注で１０，０００ウォ

ンの売込みと８，５００ウォンの買取りが発注され，さらに１０，０００ウォンの

売込みが約定し，３回目の自動発注で９，５００ウォンの買取りと１１，０００ウ

ォンの売込みが発注されるような場合があることが示されている。この場合の「１

０，０００ウォンの売込み」と「９，５００ウォンの買取り」は，互いに買いと売

りの関係にある売買注文（図７の「７０６」で示された行のデータは，それぞれの

注文に係る情報を示しているといえる）であり，引用文献の【００４４】，【００４
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５】，【００４８】及び【００４９】の記載によると，「１０，０００ウォンの売込み」

と「９，５００ウォンの買取り」の二つの売買注文間の注文価格差である５００ウ

ォンは，図６に示されるような自動売買条件の設定画面からユーザーが入力し，売

買テーブル申込みボタンを押下することで申込みが受け付けられ，自動売買テーブ

ルとして生成されたものであることから，上記「１０，０００ウォンの売込み」に

係る情報と「９，５００ウォンの買取り」に係る情報は，本件発明１の構成１Ｆに

おける「第一注文情報」と「第二注文情報」に相当し，「注文情報群」をなすものと

いえる。 

同様に，「自動売買テーブル」における，上記「１０，０００ウォンの売込み」と

「９，５００ウォンの買取り」以外の，同一の行にある売込みの注文情報と買取り

の注文情報（例えば，図７の「７０８」で示された行の「９，０００ウォン」の売

込みに係る情報と「８，５００ウォン」の買取りに係る情報）は，いずれも上記「１

０，０００ウォンの売込み」と「９，５００ウォンの買取り」の関係と同様である

といえるから，これらも同じく構成１Ｆにおける「第一注文情報」と「第二注文情

報」に相当し「注文情報群」をなすものといえる。 

  ウ また，引用文献の【００４４】～【００４６】，【００４８】及び【００

４９】の記載によると，引用発明の自動売買テーブルによる価格の設定は，上記第

一注文価格及び第二注文価格について，それぞれ，一の注文価格を一の最高価格と

して設定し，該一の最高価格よりも安値側に，それぞれの値幅が注文入力受付手順

によって受け付けられた売買注文申込情報に含まれる値幅となるようにそれぞれの

注文価格が設定されているものと認められる。 

エ したがって，引用文献における上記「１０，０００ウォンの売込み」に

係る情報と「９，５００ウォンの買取り」に係る情報を含む，図７に示された「自

動売買テーブル」上に設定された，同一の行にある売込みの注文情報と買取りの注

文情報が，ユーザーによる自動売買条件の設定に基づいて複数作られていることは，

本件発明１の構成１Ｆにおける「前記売買注文申込情報に基づいて・・・注文情報
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群を複数生成」することに相当するということができ，引用発明は，構成１Ｆに相

当する構成を備えているといえる。 

  (2) 被告の主張について 

 被告は，本件発明では，買い注文情報と売り注文情報とは注文情報群として生成

され，その有効・無効を切り替えることによって，イフダンオーダー（ある注文が

約定した場合に，次の注文が約定しうる状態になるという取引）を実現しており，

そして，このイフダンオーダーを複数の価格にわたって，繰り返し行うことが，本

件発明の特徴であるところ，注文情報群の有無を無視して，単にどのような取引が

行われるのかという現象面だけに着目して構成１Ｆにつき本件発明と引用発明をと

を対比するべきではない，と主張する。 

しかし，構成１Ｆの「それぞれの前記第一注文に対し，購入又は販売が行われた

前記第一注文に基づいて販売又は購入が行われたときの前記利幅が前記売買注文申

込情報における前記利幅となるようにそれぞれの前記注文価格を設定」との記載も，

構成１Ｂの「一の前記注文価格の前記金融商品を前記一の注文価格で販売した後に

他の価格で購入した場合の利幅又は一の前記注文価格の前記金融商品を前記一の注

文価格で購入した後に他の注文価格で販売した場合の利幅を示す情報」記載も，第

一注文が約定した場合に第二注文が約定しうる状態になる，との関係までは規定し

ていないから，本件発明１の構成１Ｆと引用発明との対比についての被告の主張を

採用することはできない。 

 ４ 取消事由２（相違点の認定の誤り―構成１Ｇについて）について 

  (1) 構成１Ｇに関する本件発明１と引用発明との対比 

本件発明１の１Ｇは「生成された前記注文情報群を注文情報記録手段に記録し」

というものであり，構成１Ｈの記載には限定されないから，構成１Ｆにおける「第

一注文情報」及び「第二注文情報」を含む「注文情報群」が，生成後「記録」され

ていれば足りる。 

引用文献の「１０，０００ウォンの売込み」と「９，５００ウォンの買取り」は，
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図７に示された「自動売買テーブル」上に設定されたものであり，当該「自動売買

テーブル」はシステム上で作成される（【００４８】）ことから「記録」されている

といえると解される。 

したがって，本件発明１の構成１Ｇに相当する構成を引用発明も備えているとい

える。 

 (2) 被告の主張について 

被告は，引用発明が本件発明の構成１Ｆに相当する構成を備えていないことを前

提として，引用発明が本件発明の構成１Ｇに相当する構成を備えていないと主張す

るが，上記の前提を採用することができない。 

 ５ 取消事由３（相違点の認定の誤り―構成１Ｈについて）について 

  (1) 構成１Ｈに関する本件発明１と引用発明との対比 

ア 本件発明１の構成１Ｈは，「注文情報群」に含まれる「第一注文情報」と

「第二注文情報」について，「第一注文」と「第二注文」の約定を条件に，次の「注

文情報群」の繰り返しを行わせるための金融商品取引管理システム上の設定につい

て規定するものであるから，「有効な注文である前記第一注文の前記第一注文価格と

前記金融商品の相場価格とが一致し，次いで有効な注文である前記第二注文の前記

第二注文価格と前記相場価格とが一致することで前記第一注文と前記第二注文とが

約定した場合」という条件が成立すれば，常に，「次の前記注文情報群の前記第一注

文情報を有効とし，約定した前記第一注文と同じ前記第一注文価格における前記第

一注文の約定と，約定した前記第二注文と同じ前記第二注文価格における前記第二

注文の約定とを繰り返し行わせる」よう機能するものであり，これによって，「上記

第一注文と第二注文とが約定した後も，当該約定した注文情報群による指値注文の

イフダンオーダーを繰り返し行うことが可能になる」という，本件発明１の効果を

奏するものと認められる。 

イ 引用発明は，前記２で認定したとおり，「約定価より真下の安値の買取り」

及び「約定価より真上の高値の売込み」を（同時）発注させるものである。すなわ
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ち，引用発明では，例えば，最初の売込み値（１０，０００ウォンの売込み）が約

定すると，それを契機として自動発注がされるのは，上記約定された売込み値より

真下の安値の買取り（９，５００ウォンの買取り）と，上記約定された売込み値よ

り真上の高値の売込み（１１，０００ウォンの売込み）であり，このような状態に

おいて，買取り発注（９，５００ウォンの買取り）が約定された場合には，第２回

目の自動売買は，買取り（８，５００ウォンの買取り）及び売込み（１０，０００

ウォンの売込み）が発注され，この状態で，第２回目の自動売買で売込み発注（１

０，０００ウォンの売込み）が約定された場合には，第３回目の自動発注は，約定

された発注価（第２回目の１０，０００ウォン）に隣り合う買取り（９，５００ウ

ォンの買取り）と売込み（１１，０００ウォンの売込み）が自動的に発注される。

引用発明においても，上記のとおり，買取りの約定と売込みの約定が同じ価格で繰

り返されることがあるが，これは，相場の変動によって結果的にこのようになった

にすぎず，「有効な注文である前記第一注文の前記第一注文価格と前記金融商品の相

場価格とが一致し，次いで有効な注文である前記第二注文の前記第二注文価格と前

記相場価格とが一致することで前記第一注文と前記第二注文とが約定した場合」と

いう条件が成立すれば，常に，「次の前記注文情報群の前記第一注文情報を有効とし，

約定した前記第一注文と同じ前記第一注文価格における前記第一注文の約定と，約

定した前記第二注文と同じ前記第二注文価格における前記第二注文の約定とを繰り

返し行わせる」よう機能するものでないことは明らかである。 

ウ したがって，本件発明１の構成１Ｈに相当する構成を引用発明が備えて

いるとはいえない。 

  (2) 原告の主張について 

ア 原告は，構成１Ｈの「・・した場合」とは，「第一注文」が約定し，その

次に，「第二注文」が約定したという特定の条件をいうのであって，それ以外に「第

一注文」及び「第二注文」の関係について，それらの約定の順番が常に「第一注文」

及び「第二注文」という順番の繰り返しでなければならないと規定しているのでは
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なく，また，構成１Ｈの「・・すること」についても，「第一注文」及び「第二注文」

という注文の約定の順番が常に「第一注文」及び「第二注文」という順番の繰り返

しでなければならないとは規定されていないから，構成１Ｈには，およそ全ての「第

一注文」及び「第二注文」について，「第一注文」が約定し，次いで「第二注文」が

約定するという順番までもが記載されているとはいえないと主張する。 

しかし，構成１Ｈに「した場合，次の前記注文情報群の前記第一注文情報を有効

とし，」とあるように，「次の注文情報群」のうち「第一注文情報」だけが「有効」

とされて先に約定可能となっていることが明確に規定されているから，構成１Ｈは，

「第一注文」が約定し，次いで「第二注文」が約定するという，繰り返しの順番が

規定されているものと認められる。原告の上記主張を採用することはできない。 

イ 原告は，引用発明は，１０，０００ウォンの売込みに係る注文及び９，

５００ウォンの買取りに係る注文からなる注文情報群において，１０，０００ウォ

ンの売込みに係る注文及び９，５００ウォンの買取りに係る注文という順番どおり

に約定するし，その他の注文情報群についても同様であるので，構成１Ｈを備える，

構成１Ｈは現象面を規定したものであるなどと主張する。 

しかし，前記(1)アのとおり，本件発明の構成１Ｈは，システム上の設定により，

「有効な注文である前記第一注文の前記第一注文価格と前記金融商品の相場価格と

が一致し，次いで有効な注文である前記第二注文の前記第二注文価格と前記相場価

格とが一致することで前記第一注文と前記第二注文とが約定した場合」という条件

が成立すれば，常に，「次の前記注文情報群の前記第一注文情報を有効とし，約定し

た前記第一注文と同じ前記第一注文価格における前記第一注文の約定と，約定した

前記第二注文と同じ前記第二注文価格における前記第二注文の約定とを繰り返し行

わせる」ものであって，単に取引の現象面を規定したものではない。また，引用発

明において，１０，０００ウォンの売込みに係る注文及び９，５００ウォンの買取

りに係る注文からなる注文情報群や同様の注文情報群の約定が，この順番で繰り返

し行われる場合があるとしても，本件発明１の構成１Ｈに相当する構成を備えると
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はいえないことは，前記(1)イにおいて既に判示したとおりである。 

 ６ 本件発明１の構成１Ｈに係る相違点の判断 

引用発明は，前記２(2)のとおり，「毎度の自動売買では自動売買テーブルでの約

定価より真下の安値の買取り及び約定価より真上の高値の売込みが同時に発注され

るよう設定されたものであって，それにより，先に約定した注文と同種の注文を含

む売込み注文と買取り注文を同時に発注することで，株価が最初の売買価の値段の

範囲から上下に変動する場合に，所定の収益を発生させることに加え，口座の残高

及び持ち株の範囲において，株の現在価を無視して株の値段への変動を一向に予測

することなく，従前の株の買取り値より株価が下落すると所定量を買い取り，買取

り値より株価が上がると所定量を売り込むこと」を特徴とするものである。 

このように，引用発明において，従前の株の買取り値より株価が下落すると所定

量を買い取り，買取り値より株価が上がると所定量を売り込む，という，連続した

買取り又は売込みによる口座の残高又は持ち株の増大をも目的とするものであるか

ら，このような設定に係る構成を，約定価と同じ価格の注文を含む注文を発注対象

に含めるようにし，それを「繰り返し行わせる」設定に変更することは，「約定価よ

り真下の安値の買取り」及び「約定価より真上の高値の売込み」を同時に発注する

ことにより，「従前の株の買取り値より株価が下落すると所定量を買取り，買取り値

より株価が上がると所定量を売込む」という，引用発明の特徴を損なわせることに

なる。 

そうすると，引用発明を本件発明の構成１Ｈに係る構成のように変更する動機付

けあるといえないから，構成１Ｈに相当する構成は，引用発明から当業者が容易に

想到し得たものとはいえない。 

７ 以上より，取消事由１及び２のとおり，審決は相違点の認定を誤ったもので

あるが，本件発明１が引用発明に基づいて容易に発明することができたものではな

いから，審決の判断は結論において誤りがない。本件発明２，３，５，７～１０に

ついての審決の判断は，本件発明１に係る審決の判断が結論において誤りがないか
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ら，同様に，結論において誤りがない。 

第６ 結論 

 よって，原告の請求には理由がないから，本件請求を棄却することとして，主文

のとおり判決する。 
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